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研究背景

2021年5月26日 改正地球温暖化対策推進法が成立

・2050年までの脱炭素社会実現を法律に明記

・脱炭素に向けた取組・投資やイノベーションを加速

社会全体が取り組むべき課題

日本のCO2の排出量は企業・公共部門が78%を占める

脱炭素社会実現は企業が重要な部分を担っているといえる

家計
22%

企業・公共

78%

日本の二酸化炭素排出量の内訳

環境省カーボンプライシングのあり方に関する検討会第7回参考資料2より作成
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研究背景

Q. 実際、企業はどのように環境問題に取り組んでいるのか？ A. CSR活動

CSR(Corporate Social Responsibility)：企業の社会的責任

一般に、環境活動等を通じて社会に貢献する活動のこと

広報を目的とした活動となってしまっている可能性も存在

CSR活動の良し悪しは、ESG投資家にも注目されている

・環境(Environment)

・社会(Social)

・ガバナンス(Governance)
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研究背景

持続的成長に向けた長期投資(ESG・無形資産投資)研究会報告書(2017年経済産業省)

「ESGといった側面が持続可能性及び企業価値の向上に重要」

企業の環境への取り組みが企業の成長や企業価値に関わる

我々が企業の取り組みについて知る術：CSRレポート/サステナビリティレポート

第三者による定量的な評価が必要

企業が独自に刊行するもの。企業によって様式や内容が異なり、CSRの比較が困難

CSRレポート
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研究背景

既存のCSRの評価指標

CSR企業総覧

・東洋経済新報社が毎年１回発行する刊行物

・企業のCSRについて、アンケートにより評価

CDP Japan

・カーボン･ディスクロージャー･プロジェクト・ジャパンの略

・環境に関する情報開示を目的としたNGO

・企業へのCDP質問書への回答を通じて情報を収集し、開示

これらの評価指標はいずれも各企業がアンケートに回答する形式

東洋経済新報社, 東洋経済CSRオンライン, http://www.toyokeizai.net/csr/
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先行研究

深沢らによる研究

日本の製造業及び非製造業を対象に、CSR企業総覧のデータを用い、

どのような環境への取り組みが経営業績に影響を与えているかを業種ごとに分析

環境に関するCSR活動に積極的に取り組んだ企業経営は経営業績に正の影響

個別企業のミクロな視点では分析できていないという課題

先行研究からの課題

企業ごとの環境への取り組み内容を十分に評価していない

先行研究ではあくまでもCSR活動を切り口にした経済分析が主である

梁本らによる研究
CSRレポートから、どのステークホルダーを重視しているか頻出度でクラスターに分類し、

財務パフォーマンスとの関係を比較

CSR活動が財務パフォーマンスと正の相関がある可能性を示唆
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研究目的

企業が取り組むCSR活動

長所：自由度が高く、柔軟に取り組むことが可能

短所：取り組みが企業によってバラバラであり、比較や評価が困難

企業の環境への取り組みを定量的に評価することが必要

既存のアンケートによらない方法による評価の実施

どの企業がどの程度、環境問題に取り組んでいるのかを明らかに

研究目的
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CSR企業総覧の環境データ調査

CSR企業総覧2021より企業の環境活動に関するデータを収集

対象企業:電力業界

事業内容が環境に直結する

CSR企業総覧への開示情報が他業界企業よりも揃っている

分析を行い、環境データに対する業界特有の傾向や

その他企業との違いを把握する事が目的
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データ収集

以下の図のようにデータを収集
黒色の箇所はデータが存在していない/企業がデータを開示していない
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実績数値の企業間比較

CO2排出量:電力会社によって排出にかなり違いがある

LNG/LPG割合とGHG排出量(スコープ3)の割合など、

各社の発電方法がCO2排出量に大きく影響

CSR企業総覧2021及び各電力会社のHP及び統合報告書などから作成

図A:電力業界における2019年度のCO2排出量 図B:各社の電源構成
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環境データの相関分析

廃棄物等総排出量とGHG排出量
などの変数間に相関がみられた。

しかし環境保全コストや環境保全
対策に伴う経済効果等の企業の環境
活動に関するデータの相関を調べる
ことができていない

<原因>
データの揃っている企業が少ない

電力業界間での分析が非常に難しい
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環境データの相関分析
ESG活動の評価が高い企業群に対し同様のデータを収集

・多くのデータが開示されている→活動のアピールを行えている
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考察（CSR企業総覧データ分析）

GHG排出量(t-CO2)(スコープ3)、特定化学物質
排出量等について環境保全コストとの相関を確認

環境に悪影響を及ぼす排出が多い企業ほど
環境保全に力を入れている傾向

今後多くの企業がデータ開示を行った場合には、定量的な評価を実施
できる可能性が考えられる

-2

0

2

4

6

8

10

12

14

0 2 4 6 8特
定
化
学
物
質
排
出
量
・
移
動
量

(t
)
百

環境保全コスト(投資額)(100万円)千



15

テキストマイニングによる分析

電力会社の統合報告書を対象にテキストマイニングによる分析を実施

テキストマイニングとは？

文章を定量的に分析する手法

文章に頻出する単語の抽出や、単語と単語の関係の把握ができる

統合報告書とは？

・投資家だけでなく地域住民や顧客など様々なステークホルダーを対象とする

企業の取り組みが網羅的に記載された文書

・多くの企業が公開しており、入手が比較的容易

統合報告書を対象にテキストマイニングを行うことで

企業の取り組みについて評価できるのではないか？
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共起ネットワーク

テキストマイニングによる抽出結果を用いて共起関係（※）を線で示したネットワーク図

※複数の文章において同様に出現するほど「強い」とされる関係

「リスク」と「管理」が紐付いて図示

テキスト中において関連があることが直感的に分かる

関連の強い語同士で作成されたサブグラフ

テキスト内で繰り返し強調されているまとまり
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共起ネットワークによる分析

共起ネットワークのサブグラフを

ESG及び「事業に関連するその他」に分類

統合報告書におけるトピックを把握できるのでは？

分類の例

・再生可能・カーボンニュートラルが含まれる

サブグラフはEnvironmentに関するトピック

・委員・設置・体制が含まれるサブグラフは

Governanceに関するトピック

電力会社B社の共起ネットワーク

B社

B社
略称
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共起ネットワークにおけるトピックの割合①

Governanceが多い / Environmentが多い（電力会社であるため）

トピックの割合は、実際に統合報告書を読んだ感覚から大きく外れてない

共起ネットワークのサブグラフから、統合報告書におけるトピックを把握できる
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共起ネットワークにおけるトピックの割合②

ESG活動の評価が高い企業群（X,Y,Z,S社）でも同様に分析を実施

Governanceが少なくSocialが多い

ESG活動の評価が高い企業群は、トピックの割合が似通っている
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考察（テキストマイニング）

ESG活動の評価が高い企業群は、トピックの割合が似通っている

統合報告書の好事例集や国際統合報告フレームワークの存在の影響が考えられる

国際統合報告フレームワークとは？

統合報告書における指導原則や内容要素をまとめたもの

例えば、内容要素は①組織概要と外部環境②ガバナンス③ビジネスモデル

④リスクと機会⑤戦略と資源配分⑥実績⑦見通し⑧作成と表示の基礎 から構成

好事例集とは？

金融庁が公開する「記述情報の開示の好事例集」など

2020年版には「ESG」に関する開示例も

テキストマイニングによってESG活動の取り組みに積極的な企業を判別できる可能性
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まとめ
環境データの調査と分析による評価

ESG活動が評価されている企業群は様々な情報を開示しており一定の相関関係を確認

開示しているデータが少ない企業は分析・評価が困難

改正地球温暖化対策推進法の重点でもある環境情報のオープンデータ化の推進に期待

今後、各企業がデータ開示を行うことで定量的な評価を実施できる可能性

統合報告書のテキストマイニングによる評価

共起ネットワークから、統合報告書におけるESGに関連するトピックの割合を算出

ESG活動が評価される企業群においては、トピックの割合が似通る

ESG活動への取り組みに積極的な企業を判別できる可能性

企業がESG活動にどの程度取り組んでいるかを定量的に評価することができた


